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（3）収支比率  

平成18年度の収支比率は、惇生年金（時価ベース）、国共済＋地共済、私学共済は   

実績（実績推計）が将来見通しを下回り、国民年金（時価ベース）は上回った（図表   

3－3－7、3－3－8）。国共済、地共済別にみると、いずれも将来見通しを下回っている。   

厚生年金は平成15年度以降、国共済＋地共済及び私学共済は平成17年度以降、いず   

れも実績（実績推計）が将来見通しを下回っている。国民年金は、平成15～17年度   

は実績が将来見通しを下回っているものの、平成18年度は上回っている。  

将来見通しとの差を平成18年度についてみると、厚生年金が6．8ポイント、国共   

済＋地共済が10．1ポイント、私学共済が9．2ポイント、それぞれ実績（実績推計）   

が将来見通しを下回り、国民年金は6．9ポイント上回っている。  

厚生年金、国共済＋地共済及び私学共済の収支比率が将来見通しを下回ったのは、   

分子の「実質的な支出一国庫・公経済負担」は各制度により将来見通しをと回ったり、   

下回ったりしているが、分母の保険料収入額と運用収入額の合計が、分子の変動割合   

より大きく将来見通しをと凹ったことによる（図表3－3－9）。特に各制度とも平成18   

年度の運用収入が将来見通しを大きく上回っている。国民年金が将来見通しを上回っ   

たのは、分子の「実質的な支出一国庫・公経済負担」は将来見通しを下回っているも   

のの、分母の保険料収入額と運用収入額の合計がより大きく下回ったことによる。特   

に国民年金では分母のうち運用収入は将来見通しを上回っているものの、保険料収入   

が大きく下回っていることによる。  
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図表3－3－8 収支比率   
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注 太線は実績（実績推計）、細線は再計算結果に平成16年改正後の国庫・公経済負担引上げを反映した加工値   

である。  
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図表3－3－9 収支比率  

私学共済   国民年金  

項目  年度  地共済        実績l再計算  差 ■ 割合  実績 ■ 再計算  毒 l割合  実績l再計算   差 ■ 割合    ①：②  ①－②：（①－②）／②  ①：②  ①－②：（の－②）／②  ①：②  ①－②：（①－②）／②   

平成   ％    ％    ％    ％  ％    ％    ％    ％  ％    ％    ％  
田  89．3   86．2   97．6  

t70．2〕   ［82．8〕   ［85．71 104．2［△18．5］【△17．8〕  

16  93．5   86．8   103．1  

【83．1］   け8．6j   ［95．6］ 108．0［△12．4］【△11．5］  
収支比率  

（×ノWxl00）  

［5了，9］（99・3）【（△41．5）］【（△41．7）］  ［65．5］（91・6）［（△26．0）＝（△28．4”  ［87．6〕（105・3）【（△17．7）］［（△16．8）］  

18  弧0  92．6（△12・3）（△13・3）  76・1 85．8（△9・2）（△10・8）  114・6 105．2  

［83，41（92・2）〔（△8．9）〕［（△9．6）］  ［73，2］（85▲3）【（△1Z．川［（△1‖）］  ［109．8］（103・0）［（6，9）】［（6．7）j  

平成  †書H   憺H  †恩H  ％  儒H  †gH   世H  ％  沌H   沌H   兆H  拘  
32．763   2．936   2．1   2．2  △0．1  △4．8  

34．843   3．033   2．1   2．3  △0．2   △8．9   

総合糞用 （X）    36・147（…喜：冨三；）（△715）（△l・9）  3・125（∃ぷ…）（27）（0・9）  2・3 孟ニミ）（△0・l）（△4・4）  

18  36・743ぷ：鵠（△l，O15）（△2・7）  3・226（ミ：≡冒冒）（37）（1・2）  2・4 占：…）（△0・1）（△5・8）   

29．677   平成  ：＝    ＝川    コ・・    ・  好打‾‾層潤‾‾‾‾‾「冒可   一施  ‾すE下「‾       2，736  2．0   1．9    0．1    5，0  
保険料                                                29，735   2，758   l．9    2．0  △0．0   △1．6   

収入 （Y）    30．099 3l．㈹7  △998  △3．2  2．865  2．873   △7  △0．3  1．g   2．1  △0．1  △5．8   18  30 
．312 32，297 △1．985  △6．1  2，992  3．000   △8  △0，3  l．g   2．2  △0．3  △15．4   

平成  億円  億円  億円  施  億円  億円  億円  ％  兆円   兆円   兆円  ％  

15  7．000   670   0，2  

［16．995〕   【809］   【0，4］  0．2  ［0．2］［110．0］  

16  7．534   738   0，1  

運用  ［1．1031   ［0，3〕  0．2  ［0．1〕 ［53．1］  

収入← （Z）  

6，… 
18  15・朗5 8．糾6（6・9g6）（80・9）  1・250  740 （510）（68・9）  0・2  0．2  

＝＝69］（8・糾9）［（5，120）］［（59．2）］  ［1．416）（740）［（676）］【（9l，3）］  ［0．3〕（0・2）【（0．1）］［（24．6）］   

平成  僧門  億円  憶H  ％  憶H  慣H  億円  ％  …     ＝      …  l  

15  36．676   3．4（枯   2．1  

t46．672］   ［3．545】   ［2．4］  2．1 【0．3］ ［15．81  

16  37．269   3．495   2．0  

保険料収入  ［2．2］  2．1 ［0．11 ［2．9】  

と運用収入 の和  

， 

18  45・957 40，鋸3（5・O11〉 （12・2）  4・242 3，740 （501）（13・4）  2・1  2．5  

［44．081］（40・鋸6）［（3．135）］［（7．7）］  t4．408］（ユー74D）【（667〉］H17．8）］  ［2．2】 也・5）［（△0．3）］［（△11．6）］  

15  19．1   平成  ％    ％    ％    ％  ％    ％    ％    ％  ％    ％    ％    ％   
［36．4］   ［22．8］   ［18．6］ 10▲3 【8・3］【8l．3ユ  

16  20．2   21．1   5．1  
コ用収入の  
保険料収入と  ［28，6］   ［12．1］  8．1 ［4．0］［48．9］  

運用収入の和 に対する割▲  

（Z／Wxt（p）   ［51．引 （16・2）［（35．6）］［（219．8）ユ  ［39．9〕（15・l）陀4．8）］【（164．7）］  ［24．9】（8・3）“16．5）］［（198．5）〕  
18  34・0  21．1（12・9）（6l▲2）  29・5 19．8 （9・7）（48▲9）  g・4  9．3  

【3l．2］（21・1）【（10．1）］【（47．9）】  【32．1］（19・8）［（12．3）】r（62．3）］  ［13．1】（9・3）［（3．8）］［（41．0）］   

厚生年金   国共済＋地共済   国共漬  

頓日  年度          融≡寒習計j再若手l晶≡（圧濃厚，  実績  再計算   差 ■ 割合  芙績：再計算  差割合     ①空） 庄ト②：（①－②）／②  ① ． 雷〉＋l3－②（①▼②）／②   
上IL糀  一路    一施   1拓   ‘紘    一施  ■施   ‘宛   ‘施    一施  ％    ％    －祐    一沌  
15  117．2   91．5   98．0  

【9臥：与 【97．1〕 111，3 L△14．3］〔△12．引  r7B．01   ［91．3〕  

16  123．8   94．7   98．3  

［112．7］［11ヱ．31 115．9 「△3．5］［△3．1］  【B6．3〕   ［96．9j  
収支比率  

（XノWxl∝〉）                                                                                      17  120・8  
1Ⅰ4．3   85・0  99．7（△14・4）（△14・5）  93・0 100．0（△6・7）（△6・8〉  

F弧4う ー乳5］（113・9）［（△25．4）】［（△エコ．3）1  【62．0］（99・4）［（△37．5）］［（△37．7）］  【79．1コ （99・7）［（△蝕6）〕［（△20．6）］  

田  ‖再・8  1＝．5   83・4  93．9（△10・1）（△10・8）  95・6  98．1（△1・9）（△2・0）  

【107．0］【1軋1」（110・8）【（△6，8）〕t（△6．1）］  は6．3］（93・5）［（△7．2）］t（△7．7）］  ［96．4］（97・6）［（△l．2）］［（△l．2）］   

平成  ・・   ・・    ●●    ・・  譲  1恩H   胆H   憫H  ％  ニー■   l ■■    …二l●  ．  

25．2   ヱ6．4   こZ5．7    0．7    ヱ．8  45，09T   】2．334  

総合斐用  12、118  

（X）  

18  27・0 ヱ8」ぷ二三，（0・3）（1・1）  49・119（≡≡ぷ≡，（△773）（△1・6）  1ヱ・376（三三二王≡三）（242）（2・0）   
平成  兆円   兆H   兆円   兆H  ％  順H  †箇H   憶H  ％  l欝H  †富H   惟H  

19．2   ヱ0．コ   19．7    0．5    2．6  39．907   10．ヱ3Ⅰ  

保険料                                                                Ⅰ9．5   30．ヱ   ヱ0．0    0．2    0．9  39．954   10．218   

（Y）    20．1  ヱ1．0   ニ0．8   0．2   1，】  40．389 41．鍼6  △957  △2．3  10■290 10，249   41  0．4  
18  21．0   ヱ1．9   2】．6   0．3   l．3  40．ふ14 41Z．761 △2．117   △5．0  10・33ユ 10，464 △132  △1．3   

平成  兆円   兆円   兆円   兆円  ％  ‾m円   ％  慣円  慣円  億円  
15  2Jl   9．357   2．358  

［6，4ニ  け．0】  3．4  「3．6j 「105．7ユ  〔20．277］   ［3．282］  

16  9．643   2．109  

運用  ［3．7ユL4．1］2．8［1．3〕［44．4〕  rヱ．ヱ91】  

収入                                                        ロ   
30  16・036  7謂3 は，642）（117・0）  2・423 1，372（1，050）（76・ざ）   

［9．2］［10．4」（3二0）【（7，4）〕r甘拍．8）］  〔37．010〕（7・駕4）［（29，626）］［（401．2）〕  r4．647〕（1・373）鳳274）〕Ⅰ（23さ・5）］  

18  2・6  3，5   柑・25ど10．616（7，630）（71・8）  2・607 1．970 （635）（3Z・ヱ）  

【4Jう］［5．ヱ】（3・6）［（1．6）j【（46．4）］  （16．272〕（10▼621）［（5，6引）〕【（53．2）］  ［2．503］（1・972）【（5引）］［伽．9）］   

平成  E円  兆円   兆円  兆円    ％  億円  慣円  億円    ％  借円  暦円  億円    ％  
15  49．265   1こZ．58き  

［コ5．711ヱ7．ヱ1ヱ3．Ⅰ［4．1J117．8］  ［13．513］  

16   49．597   1ヱ．328  

保険料収入 と運用収入  ［12．509］  

の細  23．7   56・416 48月0（7・685）（15・8）  1ヱ・71311．621（1，091）（9・4）   
（W）＝Y＋Z  ［29，2］ t31．4］（ヱ3・7）【（7．7）〕［（33．3）】  〔77．399］舶・730）［（28，669）］［胤8）〕  ［14．937】（11，621）隠31S）］［隠5〉〕  

18  33・6  35．2   58・896 53．377（5・514）（】0・3）  1ヱ・939 12．435 （503）（4・0）  

【25．31「27，1］（25・2）［（l．9）〕【（7．7）〕  〔56．917］（53・謎2）［（3ぷ4）］［（6朝  【1ヱ，836］（12・436）［旬00）］［（3．2）】   

平戒  一泡    ■施   lね    r祐    一鬼  一塊    ％    ％    ％  ％    ％    ％    ％  
15  10．6   l；l．0   18．7  

【25．0〕［25，7ユ  14．7 ［11．0］ け4．5】  【33．7］   【2ヰ．3］  

16  7．7   19，4   17．1  

運用収入の 保険料収入と  ［18．3］  

運用収入の粕  12．5   28・4 15．2 （13・3）（87・5）  19・1 11．き （7・2）（6l・4）  

に対する劃台  
18  10・9  14．i   31・0 19．9 （11・1）（55・8）  狐115．8 （4・3）（27▲1）  

［16．9〕 r19．封 （14∴）［（5，1）〕［（35．9）］  闇．6］（19・9） 隠7）］［（43．7）］  〔19ぷ （15・9）【（3．6）］【（23．0）］   

注1厚生年金の実績推計については、用語解説「厚生年金の実績推計」の項を参照のこと。  

注2【］内は、時価ベースである。なお、平成15－18年度の厚生年金・国民年金の実績の【］の鑑は、旧年金福祉事業団からの承継嘗産に係る損益を  
含めて、年金楕立金管理運用独立行政法人（17年度以前は旧年金資金運用基金）における市場運用分の運用実績を時価ペースで評価したも  
のである。承継資産に係る損益分の坪生年金個民年金への按分は、厚生年金・国民年金の積立金の元本平均残高の比率により按分することに  
より行っている。  

注3 各共済の時価ベースの運用収入は、年度末積立金の評価損益の増減分等を加減して算出した参考値である。  

注4 再計算の平成17年度以降の（）内の数値は、基礎年金拠出金に係る闊ヰ・公経済負担について、平成16年改正後の引上げ分を反映した加工  
値であり、年金数理都会にて推計した．  

注5「国共腐＋地共済」の実績については、年金数理都会にて推計した。  
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（4）積立比率  

平成18年度の積1一∠比率は、厚生年金（時価ベース）、国共済＋地共済、私学共済、   

同民年金（時価ベース）のいずれも実績（実績推計）が将来見通しを上回った（図表   

3－3－10、3－3－11）。国共済、地共済別にみると、国共済は実績が将来見通しを卜回っ   

ているが、地共済は上回っている。厚生年金は平成15～17年度のいずれも実績（実   

績推計）が将来見通しをF回っているが、平成18年度は上回っている。国共済＋地   

共済は、平成17年度以降いずれも実績が将来見通しを上回っているが、私学共済は   

平成17年度は下回り、平成18年度はj二回っている。国民年金は平成15年度以降い   

ずれも上回っている。  

各制度とも平成18年度の積立比率の実績（実績推計）が将来見通しを上回ったの   

は、厚生年金及び私学共済は、分母の「実質的な支出一国庫・公経済負担」が将来見   

通しを上回った割合よりも、分子の前年度末積立金が将来見通しをと回った割合の方   

が大きかったため、国共済＋地共済及び国民年金は、分子の前年度末積立金が将来見   

通しを上回り、さらに分母の「実質的な支出一同庫・公経済負担」が将来見通しをF   

回ったことによる（図表3－3▼12）。  

図表3－3－11積立比率   
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注 太線は実績（実績推計）、細線は再計算結果に平成16年改正後の国庫・公経済負担引上げを反映した加工値   
である。  
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第3章◆平成16年財政再言十算結果との比較  

4 積立金の実績と将来見通しとの帝離の分析   

本節では、被用者年金について、平成18年度末の積立金の「実績」が「将来見通し」   

と帝離した要因を分析する。積立金はそれから生ずる運用収入が活用され、また、平  

成16年の改正後は、その取り崩しにより、将来世代の保険料の負担を軽減する役割を  

担うもので、実績と財政計画上の将来見通しとの帝離は、将来世代の負担の軽減度合  

いを変え、年金財政に影響を与える可能性がある。ただし、例えば積立金が将来見通   

しを下回っても、支出等も同じように下回る結果、給付と負担の見直しが必要でない  

場合も考えられるので、将来見通しと差があれば、そのすべてが年金財政に影響を与   

えるというわけでは必ずしもない。   

公的年金では保険料や給付費が長期的には概ね名目賃金上昇率に応じて増減するこ   

とから、運用利回りを財政計画上のものと比べる際は、運用利回りが名目賃金上昇率   

を上回る分で比較することが適当であると思われる注1。運用利回りが名目賃金上昇率   

を上回る分のことを以下「実質的な運用利回り」、また、元の運用利回りの方は対比の   

意味で「名目運用利回り」ということにする。このとき用いる名目賃金上昇率は、年   

金額に連動するものという意味で、年齢構成等の変動による影響を除去した後の一人   

当たり標準報酬額の増減率を用いる。   

積立金は毎年度の収支残の累積であり、人口要素注2、経済要素注2など収支を左右す   

る要素はすべて積立金の水準に影響を与える。そのため、積立金の実績が将来見通し   

と帝離する要因は多岐にわたることになる。以下では、運用利回りが人口要素と無関  

係で経済要素のみに左右されるものであること、人口要素はもっばら運用収入以外の  

収支残に影響するものであることに着目して、積立金の蔀離をまず、  

○運用利回りが見通しと異なったことで発生した帝離  

○運用収入以外の収支残が見通しと異なったことで発生した帝離   

に大別して、帝離が生じた要因を探っていくことにする。  

注1実質的な運用利回り＝（1＋名目運用利回り）／（1＋名目賃金上昇率）－1  
用語解説「実質的な運用利回り」の項を参照のこと。  

注2 人口要素には将来人口、死亡率、被保険者数見通し、失権率、脱退率などがある。経済要素は  
主に名目賃金上昇率、物価上昇率、名目運用利回りである。  

なお、共済各制度の積立金や運用収入の実績には簿価ベース及び時価ベースがある   

が、両者について本節及び次節の帝離分析を行った。この際、本来簿価、時価別の概  
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図表3－3－12 積立比率  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

図表3－4－1名目運用利回り、実質的な運用利回り  

実績と平成16年財政再計算における見通し  

簑旦睾◆平成脚 【Ⅳ  

念のない運用収入以外の収支残のベースを両者で合わせるため、本節及び次節におい   

ては、簿価ベースの運用収入には正味運用収入注を用いることとした。  

江 本報告における共済制度の正味運用収入とは、決算上の運用収入（簿価ベース）から有価証券売  
却損等の費用を減じた収益額である。  

私学共済は、平成18年度に国定資産についての損益外減損処理を行っているが、本   

旅離分析上は当該処理は年度末において一括処理したものとしている。  

また、前述のとおり、平成16年の制度改正後に行われた平成17年度以降の基礎年   

金の同庫・公経済負杓の引上二げは、平成16年財政再計算に重ける「将来見通し」に反   

映されていないため、そのことによって生じた乗離をあらかじめ除去する方法として、   

比較対象の一方である平成16年財政再計算における「将来見通し」にこの引上げ分を   

反映し、加工したものを平成18年度の実績と比較している。以下この節と次節におい   

て、特に断らない場合、「将来見通し」はこの国庫・公経済負担の引上げの反映後のも   

のを指すものとする。加】二の方法の詳細については章末の補遺1を参照のこと。  
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（1）平成18年度の実質的な運用利回り   

実質的な運用利回りの動向は、図表3－4－1のとおりである。平成18年度の実質的な  

運用利回りは、各制度において財政計画上のものを上回った。厚生年金では実績3．09％  

で将来見通し0．21％を2．88ポイント、国共済は実績3．05％［時価ベース：2．82％］で  

将来見通し0．3％を2．76ポイント［同：2．53ポイント］、地共済は実績4．89％［時価ベ  

ース：4，23％］で将来見通し0．3％を4．60ポイント［同：3．93ポイント］、私学共済は  

実績4．62％［時価ベース：4．93％］で将来見通し0．3％を4．32ポイント［同：4．64ポイ  

ント］それぞれl二回った。  

0．6  

1．3   

2．0  

0．89  

0，3   

0，3  

注1名目貸金上昇率は、年齢構成の変動による影響を除いた上昇率である。平成15年度は、賞与を含まない。  

注2 実質的な運用利回りとは、  
（1＋名目運用利回り）／（1＋名目賃金上昇率）1である。  

注3［］内は、時価ベースである。  
注4J写生年金の財政計画上の名目運用利回りは、自主運用分の利回りの前提に財投預託分の運用利回りを  

勘案して設定した数値である。  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

ることから、前年報告（平成17年度末積立金の蔀離分析）とは、同じ要因でも数値が異  

なることに注意が必要である。また、「運用収入以外の収支残」のように帝離要因が発  

生した年度においては簿価ベースと時価ベースとで金額的な差異の無い要因であって  

も、要因発生年度以降平成18年度までの利息が加わることとなるので、名目運用利回  

りが簿価ベースと時価ベースで異なる分、その要因の平成18年度末積立金への蔀離寄  

与分に差異が生じることにも注意が必要である。  

第3章◆平成脚  
（2）平成18年度末の積立金  

最初に平成18年度末の積立金の実績と将来見通しを再度まとめておくと次の図表   

3－4－2のとおりで、各制度いずれも簿価ベースでも時価ベースでも実績が将来見通し   

を上回っており、乗離の割合は、簿価ベースでは国共済が1％未満、地共済と私学共   

済が3～4％台であるが、時価ベースでは、厚生年金を含め各制度とも5～10％程度と   

なっている。なお、以下この節と次節において、厚生年金の実績は「実績推計」であ   

る。  

図表3－4－2 平成18年度末積立金の実績と平成16年財政再計算における  
将来見通しとの帝離状況  

（4）帝離分析の結果  

（帝離の大部分は、名目運用利回りが将来見通しと異なったことにより発生）   

図表3－4－3は、後述する詳細な釆離分析の結果のうち、積立金の蒋離の主な要因と  

して、平成17、18年度の名目運用利回りと、それ以外の要因にまとめたものである。  

平成18年度末積立金の実績が平成16年財政再計算における将来見通しを上回った帝  

離の大部分は、各制度とも名目運用利回りが将来見通しと異なったことにより発生し  

たものであることがわかる。  

図表3－4－3 平成18年度末積立金の実績と平成16年財政再計算における  
将来見通しとの帝離に対する主な要因の寄与分  

億円  （慧円  

朗，137   397，071  

［92，162］［420，246］  

87，508   381，321  

630  15，750  

［4，654］ ［38，925］  

0．7  4．1   

［5．3］   ［10．2］  

億円  
33，834  

［35，563］  

32，825  

1，009  

［2，738］  

3．1   

［8．3］  

憶円  
485，208  

［512，409］  

468，829  

16，379  

〔43，579］  

3．5   

［9．3］  

兆円  

［173．6］   

し ＿＿  

［12．5］  

［7．8］  

平励昨度末積立金実績  

将来見通し  
l  

乗離（ニ実績将来見通し）  

乗l碓の割合（実紐／将来見通し1）（％）  

注1：］内は．時価ペースてぁる  
注：厚生年金の積立金の芙繍は、畢生年金基金〝）最低音任革鳩金などを加えた r芙汁推計」である 
注J将来見通しは、基礎年金終出金に決る河畔・公経渾負掛こついて、平成16年改正後の引上げ分を反映した加工値であり、年金数理部会にて推計した 

は・1「国葬済＋地共済」汀軋軋こついてけ、年余数理都会にて推計した 

（3）帝離の発生要因別分解方法   

平成18年度末の積立金の実績が平成16年財政再計算における将来見通しと解離し   

た要因として次のものを考え、それぞれが寄与した分を計算する注1。  

○平成16年度末の積立金が将来見通しと異なったこと注2  

0平成17～18年度の「運用収入以外の収支残」注3が将来見通しと異なったこと  

○平成17～18年度の名目運用利回りが将来見通しと異なったこと  

注1各要因が平成18年度末の積立金の将来見通しとの帝離に与えた寄与分の計算方法は、章末の  

補遺2参照のこと。本節で行う各要因の寄与分の計算は、補遺2で示した算式・計算順によった  

場合のものである。一般に、寄与分の計算は計算の仕方によって結果が若干動くことがあること  

に留意されたい。  

注2 各制度の将来見通しは、平成17年度以降に関し作成されているので、平成16年度以前の弼  

離の寄与の内訳までは遡らなかった。  

注3 運用収入以外の収支残とは、運用収入以外の収支項目でみた収支残のことである。   

なお、今回の乗離分析は、平成18年度末積立金に関するものなので、平成17年度   

以前発生の帝離要因であっても、当該要因発生年度時点での積立金への影響にそれ以   

降平成18年度までの利息が加わった元利合計が今回の分析における帝離寄与分とな  
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将来見通しとの雫たの発生要田   J畢生年金  国共済＋地共頂  国共済   地共済  私学共済   
18年度末積立金の将来見崩しと  JE円  愴円  盤円  盤円  債円  債円  愴円  債円  憺円   
の市離  r12．51  16、3T9 「43．5791  630   r4．6541  15750 「38．g251  1．009  「2．7381   

名目運用利回り  〔8．7】  15．486 ［34   138】  1．330 ［3，702】 14，156 ［30    436］  1．308  （1．960】   

名目運用利回り以外  【3．8］  893  【9   442】  △700   ［952】  l．594  ［8    489】  △300   ［7T7】  

名目ず金上昇率 
≠素‘（再掲）   以外の経済   ［△0．8】 △1．493【△1．489］  △325 【△324】 △1．168［△1．165】  △135 ［△135】  
人口要素等（再掲）   【0．2］  △652 ［△653】  △30 ［△280ユ   △372 ［△372】  5g   ［5g】   

18早便禾け：正金の】寸栗鼠】8しと  ％  ≠  笹  ％  払  ％  ¶．  ％   
の栃〟を100とLた檎成比  r1001  100   r1001   1（氾  r1001  100  100    週」＿皿   
名目運用利回り  r70i  95  ［78】   211  〔80】  90  ［78】   130  ［72］   

名目運用利回り以外  【30］  5  〔22】、、△111  t20】  10  ［22】  △30  ［28】  

名目貸金上昇率以外の経済  
要素（再掲）   ［△7】  △9  ［△31  △52   ［△7】   △7   ［△3］  △13  ［△5］  

人口要素等（再掲）   ［2ユ   △4   ［△l］  △45   ［△6】   △ヱ   ［△l】  6  ［2］   

注【】内は、噌価へ一久である。  

これを発生年度別に見ると、平成17年度の名目運用利回りの差による葬離の方が平   

成18年度のそれの帝離分より大きく、特に時価ベースではそれが顕著であることがわ   

かる。（図表3－4－4）  

（「運用収入以外の収支残」の寄与がマイナスであることには留意が必要）   

「運用収入以外の収支額」が将来見通しと異なったことの寄与が、平成18年度の厚  

生年金を除き各制度ともマイナス（平成18年度末積立金を減らす方向に作用）となっ  
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注1再評価率表の改定幅（年金額の賃金スライド）を規定する基礎となる全被用者年金でみた1人   

当たり名目貸金上昇率である。  

注21）保険料収入に直接影響する当該制度の1人当たり名目貸金上昇率と、全被用者年金でみた1   

人当たり名目賃金上昇率との差、2）毎年の年金改定率（物価スライド率等）と全被用者年金でみ   

た1人当たり名目賃金上昇率との差、の2つからなる。なお、運用収入以外の収支残に実質的な運   

用利回りは影響しない。  

注3 計算方法の詳細は章末の補遺2参照のこと。  

ていることには留意する必要がある。この要因としては、制度によっては、被保険者  

数が将来見通しよりも少ないといった人口要素も考えられ、人口要素については、将  

来見通しと乗離した場合、ただちに将来見通しの水準にまで復帰するとは考えにくく、  

この詭離は今後も続き、財政にマイナスの影響を与え続けることになる可能性がある  

ためである。  

図表3－′卜′1平成18年度末積立金の実績と平成16年財政再計算における  

将来見通しとの釆離に対する各発生要因の寄与分  

冊ヰこ札1由しとしり即日劉h）与蕉呈誓言ミ  旦てi仁♯l  ミニ冥府＋ナりl茶店  I  五宗摺  】  l  私党芸痛   
1日年毎兼用立余ソ）将来乳通しと直華雛   」P】 J一円  †書：弓   博昭  1■巧  ／■円  J■円  †一声  †書F  

（再掲箋楕一将来見通L）  1ユ5］こら37リlJ，57ウ］ 6Jロ t．6うり15，了50 こ3さ．9：5］l、80リ こ∴73日］   

lb年度末車1立食  l．ご「  ：7リ5   11．3411  ごへ149   l5D31   コ．弱5   「g．b381  1こj   l．ご01］   

17年堰  （野生要匡ノ）寄与分㌢）   b7］   7リ38  「〕9 〕4ウ］    5ユ∫t   「3105］   7jO4  「〔6143］    占17   1356「  

名臼連用利回り   二74］   8457   こ：9．7♭5］    7：0   ［3．ニ90］   7．737  ［汎474〕    朗5   l．385〕  

コ半開収入11外の収支稚   ■′＼U．ポ1   ′㌧51リ  「。へ 5161  ム＝弼  「∠′、l払51 ．さ333  「△ 3311   △烏   「ム ニ甘   

川隼牒  （襲生要田ゾ）享年分l－）   山5．bLlら一艮L旦些L    ユi5    「4b   5．401   コ．朗コ     68   ．181′  
名日蓮用利回り   lコ］   7，0ごり   ［4．373〕    GlO    ［41：】   6．41リ    ニ3961］    4b3     576：  

連用収入以外ノ）収支柁   二0．d］ ニ1．3d3 ：エl．3d3］  ム 3b5  ：ユ 365】 △1．018 ［ム1．018］   △40  ：△10】  

☆す月並外接す員処理   △ 355   r△ 3551   

1d牢曙末積立金の持東見通しとノ）」匡離を10U  
としたf搾成比  1肌）    1001  10U  「1001  1DO    「1001  川0    「1001   
lG軽度夫稚立象  

［J3〕  17  「二61  。へ 二4  「3ご1  1リ    ［：5】  lコ  「441   

17勾三種  （韓生要因ノ）寄与分汁）   ［5J〕    1d  こb7］  b5    ［67〕    47    ［671  81   ：50〕  

名Fi＃躍願」回り   こ5リユ  5ご  こ㈹〕    ＝■1  ［7り     49    ［68］  ぢ1  こ51］  

連用収入以外の収まⅥ   ∴：61    ∠へ 3    【∠11    △ 38    ■△ 41    △ ＝    「ごユ11    △ 3    「△11   

は軍璧  （准生掌巴び）寄与分計）   ニュq】   ［封］  ユリ  7  ［7］  こり     34  二8］  ［7〕  

名日連綿利【要り   ］   ［13］    lひユ  リ7  ：リ〕    41  iり    16    ：：l］  

週間収入以外の収支刃   こ3〕  ［エ ビ］   ニュ3］   エ 5づ    ニュづ］   △ 6   ［ム 3］   ご＼4   ：△1］  

’万場笠外戚用虻摺   ムJ5    ■△131   

（実質的な運用利回りが将来見通しと異なることによる寄与はプラス）   

「名目運用利凹りが将来見通しと異なること」の寄与分をさらに、   

○実質的な運用利回りが将来見通しと異なったことの寄与分   

○被用者年金全体の名目賃金上昇率が将来見通しと異なったことの寄与分（実質的  

な運用利回りは将来見通しどおり）  

に分けた。また、「運用収入以外の収支残が将来見通しと異なること」の寄与分につい  

ても、   

○名目賃金上昇率庄1が将来見通しと異なったことの寄与分   

○孝一目賃金上昇率以外の経済要素庄2が将来見通しと異なったことの寄与分   

○人口要素等が将来見通しと異なったことの寄与分  

に分けた注3。  
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となっているのは、人口要素等のプラスの寄与が経済要素のマイナスの寄与より大   

きかったためであること  

などがわかる。  

なお、各制度とも名目賃金上昇率以外の経済要素が異なったことによる寄与がマイナ  

スなのは、名目貸金上昇率に対する年金改定率の比が将来見通しより大きかったこと  

による影響が大きいと考えられる。  

との比  3章◆平成16  

図表3－4－5 「平成18年度末積立金の実績と  
平成16年財政再計算における将来見通しとの帝離状況」  
における分析の流れ   

図表3－4－6 平成18年度末積立金の実績と平成16年財政再計算における  
将来見通しとの帝離に対する各発生要因の寄与分  

将来見通しとの霊■の発生筆田  厚生年金  l 国共済＋地共済 l  国共ホ  l  

蝿共済  l   私学共済  

Q）柑寧鷹末積立■の■葉1蓋しとの●■  ・・ I・‥  ・・  ●什  

［ほ5〕16，抑9【lコ．5丁9） 悶○【l．糾】15  

①16年鷹ま冊立■の雷■分  ll  2】   2，丁95 【tl．3‖】  △川9  【1．50ユ】   2  ．8亜  t9．838】   121 【  
（】丁年虎に係る彙王事由の事ヰ分針）  丁】   7．938 【29．2欄】    531  tユ．105】  l01 〔28．川コ】    817  【  

②名E運用判由り   ，，丁郎】    丁20  【3．2叫  
実す的な＃用利回り   ［9  6．37引  

lT  【△2  6．餌場】  △159  r△  4601  
年  【A  【△引8】  △18‘ r△l時】  △3追 【ムー3り   A29  【   △29】   
度  名目貸金上昇中   【93】  18   【柑】  丁5   〔丁4】  3   〔3】  

名目★金上昇率以外の経済妻♯  871】  △l石2 【△151】  △526 【△522】   △64  【   △64】  

人口璽薫欄   【△   ち6    t651   △53  【△53】   】】8   【l】丁】  38   【33】   
く柑年鷹に優る舞生事由の事■分什）  ．       ・！l                 ・        ●       ・  ・＝   ［】8り   

④名月暮用利回り   丁．02， 【l，lT3】    8tO   l小2】   6  J川  【3．9川    ヰlユ  （5丁8】  
実丁的な連用制巨】り   り．7l lる．閲6 【14，0301  2．416 【2．2】る】 14．271【Il．813】  1．136  【】    ．2191  
名目賞金上昇率   ［△3．4】 △9．657【△9．揖丁】 △1．805【△l．呂05】 △7．852【△丁．852）  △671【△    674】  

18   【04】 △t．38ユ【△l，ユ131  △365 【△18引  ムl   ．0t8 【△l．0】8】   △lO  【  △10】  
年 よ  〔0．1）   】50  ［I帥】  36   【鎚】   111  【l】4】  4    〔q】  

名目千金上昇率以外の纏済f礪   ［△0．1ユ   △816 【△81‘】  △17I 〔△けl】  △642  L△もー2】   △71 【    △Tlj  
人口蓼薫専   〔0．7】  △717 【△7川  △228 〔△2ぴ】  △4師 【△190】  27    r27】  

☆損益外減損処理   △ユ65  t△    ユSS】   

川年鷹莱■立食の将来丸亀しとの雷離モー00としたれ虞比  

将来見通しとの事＃の発生要因  畢生年金l 辞典済＋地共済 】  国共済  1   11共済  l   乱筆共済   
ヽ  ヽ   ヽ   ① 柑年虞末牡立士の胃豪1正しとの■■  ヽ   ヽ  

＝  ＝  ‖  ‖  ‖  ‖ ll ＝ ll   
（D16年虎末積立●のt義分  〔33】  1－   r281  △21  【32】  19  【251  12  〔朋】   
（1丁年鷹に弘る彙隻手句の事与分針）  【53】   咄   t即】   鮎  【¢7】   17  【叩    81  t50】   
②名声遍用利画リ   【59】   52  【68】  1tl  【7り    19  （棉1   糾   ［引】  
美甘的なき用利回り   【78〕    92   Ⅰ83】   311   L97】  83   Ⅰ821  129    L67  

Ⅰ7  〔△】9］  △41 r△15】  △l舗  r△26】  △34 【△14】  △45 【△17】  
年  ▲．      ▲       ▲        ▲ l     ▲         ▲       ▲         事       ▲   

度  名E‖r金上昇率   【‖  1   川  3   【0】  0   【0〕  0   〔0］  
名目賞金上昇中以外の牡横手雷   【△3］  △4  【△2】  △2d  【△3】   △3 【△】】  △6  ［△2］  
人口≠薫雫   【△4〕  0   【0】   △8  【△l】  l  【0〕  3    こL】   

（18年鷹に係る彙生雷同の讐与分針）  【川】   糾    川    39    ‖】  31  【8】  7   【丁）   
⑥毛冒暮用利回り   【11】   噌   rlO】   97   【9】   11  【明    16   【2‖  
実父約な連用制回り   【37］  102   【32】   384   【q8】    91  ［叫   113   L16J  
名日★金上昇平   〔△2丁］  △59 【△2Z】  △287  r△39】  △50 【△28】  △67  r△2Sl  

柑   【3】   △8 【△3】  △58  【△別   △‘ 【ム3】   △l 【△l】  
甲 度  r‖  l  【0】  6   【り  l  ［01  0    こDl  

名∈‖■金上昇申以外の経済書震   【△31   △5  【△2】  △28  【△4】   △4  【△2】   △7  「△3】  
人口婁豪雪   【6J   △4  【△2】  △36  し△5】   △3  【△l】  3   ：l】  
☆損益外繊損処理   △35  【△131   

結果は次の図表3－4－6のとおりである。この要因分解の結果によると、  

1）名目賃金上昇率が平成16年財政再計算における将来見通しと異なったことの寄   

与は、マイナス（平成18年度末積立金を減らす方向に作用）であったこと  

2）財政比較の上で意味のある実質的な運用利回りが将来見通しと異なったことの寄   

与は、プラス（平成18年度末積立金を増す方向に作用）であったこと  

3）名目運用利回りが将来見通しと異なったことの寄与がプラスとなっているのは、   

2）のプラスが1）のマイナスより大きかったためであること  

4）名目貸金上昇率以外の経済要素が将来見通しと異なったことの寄与はすべての制   

度でマイナスであり、平成18年度の厚生年金を除いて運用収入以外の収支残が将来   

見通しと異なったことによる解離の大きな要因となっていること。また、平成18年   

度の厚生年金の運用収入以外の収支残が将来見通しと異なったことの寄与がプラス  

注】l】内It、■■ペースである．  

往2 ①－①，☆は，超♯㌻1－S、因義一ー4－8の⑪、①、☆に対応ナる．  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

図表3－4－7 平成18年度末積立金の実績と平成16年財政再計算における  
将来見通しとの希離に対し、実質的な運用利回りや  
人口要素等が将来見通しと異なったこと等が寄与した分  

（図書3－4」；の≠部を再掲）  

第3章◆平成脚  
（5）「実質」でみた財政状況  

図表3－4－6からもわかるとおり、平成18年度末積立金の実績が平成16年財政再計   

算における将来見通しを上回ったのは、名目運用利回りが将来見通しを上回ったこと   

による影響が大きい。公的年金では、保険料や給付費が長期的には概ね名目賃金上昇   

率に応じて増減する庄ことから、積立金が名目賃金上昇率の差によって予測から希離し   

ても、実質賃金【二昇率等が変わらなければ長期的には概ね財政的に影響はないと考え   

られる。  

そこで、平成18年度末積、‘ェ企における釆離について、財政的にあまり影響がないと   

考えられる部分である「孝．目賃金上二昇率が見通しと詭離したことの寄与分＿を除いて、   

実質ベースでの華離状況をみることとする。すなわち、将来見通しにおいて名目賃金   

1二昇率の実績との違いを除いた場合の積立金の推計値と実績の積立金との承離につい   

て、名目賃金1二昇率以外の3要因でみると、図表3－4－7のようになる。各制度とも、   

実質的な運用利回りが将来見通しをヒ回ったことの寄与は、概ね大きくプラスとなっ   

ている。さらに、それ以外の2つの要因の寄与も加えた合計でみると、例えば厚生年   

金では実質的な運用利回りによる14．5兆円のプラスが、その他の要因合計のマイナス   

0．6兆円を大きく1二回り、平成16年度末の積立金の差異による4．2兆円を合わせ18．1   

兆円のプラスとなるなど、各制度とも財政影響はプラスとなっている。これは、年金   

財政の観点から見れば、実績の方が将来見通しよりも良い方向に推移していることを   

意味している。  

往 年金給付資に対する貸金上昇率、物価上昇率の影響については、章末の補遺5参照のこと。  

【1』  2．795 【＝．か‖】 △い柑  ［1．刃3］  乙9侶  【9．の可   121 【り和り  

美甘的な運用利回り   【98］ 15．10ヱ ［36．373］ 1．955 ［4，522コ 13．147 ［31，851］ 1．3鋸  ［1．845］  

名目賃金」ニヰ率以外の経済要素  ［△0．4］ △677 ［△674］ △152 「△151〕 △526 ［△52Z〕  △鋸  ［△64］   

更  人ご要素等   ［△0．5］   65   ［65ユ  △53  〔△53〕  118   ［117］   33   ［33］  

イ 上3つの書与分の針   【8．9］  川．4叩 ［お．7叫］ 1．751 【1．3柑】 1乙丁40 【軋榊8］ l．2花  【1，813］   

実質的′上i￥用利回り   ［4．7： i6，鵡5  Li4，0吋   ヱ．4i5   t2．216］ 14．271 し‖．613】 i，136   LL封甘  

名目千金上昇率以外の経済璽憂  ［△0．4： △引用 ［△816二  △173 〔△1731 △朗2 ［△642】  △71 ［△71 

年  蜜  人＝璽憂専   甘7二  △717  L△717二  △228 ［△228］ △4㈲ 「△490〕   27   ［27 

ウ 上8つの暮与分の■ト   【5．01 15．t52 ［12，ヰ97］  2．0川  【1．815］ tユ．13g 【川．681】 1，092   い205】   

亭与分アーウの合計  tt8．り  32．4鎚 ［58，002】  3．815  【7ぷ丁］ 28氾3 【51．985】  乙l揖  【4ヱ1g】  

うら実質的な1軍用利回り（lT～】8生産）  こ1451 31，788 ［50．403〕  4．369  ［6，739」 27．418  こ43，664〕  2．現0  ［3，094〕  

つ〔⊃モ＝∃事「迂上一事率土▲γトの声塞源雲井  

（17→′18iE菅）   △08】△1．493 L△1．489」 △325 ［△3Z4二 △1．168 ㌻△1，165〕 △135 ［△135］  

うら人コ草葉等（17、IB生産）   0．2］ △652 ［△653〕 △280 「△280三  △372 1△372：   59    二59］   

▼与〉，ア－ワの首l↑き100とした■鼠比  － 1  ●  1  一■      ■■      一       一l   
ア 柑年度末で稲葉t層しと1なったこと  【23】  9   ［19】  △4   【2q    川   ［柑】  5   ［28〕   

実質的な）重用利回り   r54j    47   ［61］   54   「591   4b    t61〕   52  44］  

名目千金上昇率以外の裡済￥素   「△：］  △2  ［△1」  △4   二△2〕  △ご   仁△1］  △3  〔△：］   

年  十  人コ要素等   こ△3〕  0  二0：  △1  二△1）  0  こ0〕  1  1］  

イ 上3つの暮与分の■ト   【19】   15   【60］   48   【57］   側   【引］   51   【4刃   

実質的な運吊利回り   ［26］   51  24二   67   ［29ユ    50    し23て    46   ［30］  

18                                   名目賃金上昇盛以外げ）条里漬要素   こ△31  △3   L△1二   △5   二△封   △ユ   ニ△1］  △3  ［△ヱ〕   

年  度  人コ要素専   二4二  △2  【△1二   △6   し△3〕  △Z   こ△1］  1  1  

ウ 上3つの雷与分の■ト   ［28】   47   【2り    5‘   【21］   側   ［2り    ｝   【29］   

讐与分丁－ウの合計  ‖         ‖        ＝         ＝        ＝         ‖        ll        ＝         ＝  

うち葵貨酷な】享用筆。ヨワ（17、18年度）  80二    98   ：85了   121   ［88】   95   ［鋸］   媚   ［73ユ  

つらる営丁重上輝華以外の棲層雲弄  
（17～I8年度）   △5二   △5  ：△2コ   △9  【△4〕  △4  「△2］  △5   ■△3 

うら人口要素等（】7～柑年牽）   ●   
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3章◆平成16年財政再計算絡果との比  年財政再計算結果との比較 

図表3－4－8 平成18年度末積立金の実績と   
平成16年財政再計算における将来見通しとの帝離状況  

【将来見通しを基準（＝100）にして表示】  

3章◆平成16   

図表3－4－8の見方   
○ 各制度の図の右端の棒グラフ（名目貸金上昇率の速いを除いた場合の推計値）は、左端の棒グラフ（平成16年  

財政再計算における平成18年度末穣立金の将来見通し）について、名目貸金上昇率を財政再計算の前提から実  
績の数値に置き換えて算出した場合の推計値である。  

○ 中央の棒グラフ（実績）と右端の棒グラフ（推計値）の高さの差分は、平成18年度東棟立金についての実績と将   

来見通しとの実質ベースの帝離を示し、図表3－4－7の「寄与分ア～ウの合計」にほぼ一致する。  

①  ：年度末積立金が将来見通しと異なったことの寄与分   

②，④ ：名目運用利回りが将来見通しと異なったことの寄与分  

℡ ：実質的な運用利回りが将来見通しと異なったことの寄与分  

心 ：名目賃金上昇率が将来見通しと異なったことの寄与分   

③，⑤ ：運用収入以外の収支残が将来見通しと異なったことの寄与分  

私学共済☆：損益外減損処理（年度末一括処理）   

注 「運用収入以外の収支残が将来見通しと異なったことの寄与分Jについて、さらに分離することに関しては   
ここでは省略している。  
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第3暮◆平成16年財政再什責結果との比較   

5 収支比率及び積立比率の実績と将来見通しとの帝艶の分析   

本節では、被用者年金について、平成18年度の収支比率や積立比率の「実績」が「将  

来見通し」と帝離した要因を分析する。   

収支比率は、年金財政の支出のうち保険料収入や運用収入など自前財源で賄うこと  

となる総合費用（「実質的な支出一国庫・公経済負担」のことで、総合費用率の算出に  

用いられる。）を保険料収入と運用収入の合計で除して得られる比率で、収支状況を表  

し、 100％を超えると積立金の取り崩し等、保険料収入や運用収入のほかの財源が必要  

となることを意味する。また、積立比率は、前年度末積立金を総合費用で険して得ら  

れる比率で、積立金が総合費用の何年分に相当するかを表し、これが大きいほど積立  

金に余裕があることを示している。   

運用利回り、貸金上昇率、年金改定率等の実績が、平成16年財政再計算における将  

来見通しと帝離することにより、積立金、保険料収入、総合費用などの単独の財政項  

目について、実績と将来見通しとの間に帝離が生じてくる（積立金は図表3－2－12、保  

険料収入と総合費用は図表3－3－9）。収支比率と積立比率は、ともに収入項目、支出項  

目、積立金などの各財政項目の動きを総合的に捉える財政指標であるが、複数の項目  

の組合せの結果、分子・分母で帝離がある程度相殺されることもあり、単独項目のよ  

うに帝離が単純に拡大していくものではない。被用者年金各制度の平成18年度の収支  

比率は将来見通しより改善し、積立比率も概ね将来見通しより改善しているが、これ  

らについて詳しく分析することとする。   

なお、前述のとおり、帝離分析を単純にするため、平成16年改正後の制度改正によ  

る基礎年金の国庫・公経済負担の引上げによって生じた帝離をあらかじめ除去する方  

法として、比較対象の一方である平成16年財政再計算における「将来見通し」に当該  

引上げ分を反映し加工したものを平成18年度の実績と比較している。  

亭暮◆平成16年財政再計算結果との比較  

図表3－4－9 平成18年度末積立金の実績と  
平成16年財政再計算における将来見通しとの帝離状況の時系列  

【将来見通しの平成18年度を基準（＝100）にして表示】  
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第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

（1）平成18年度の収支比率  

最初に平成18年度の収支比率の実績と将来見通しを再度まとめておくと次の図表   

3－5－1のとおりで、各制度いずれも実績が将来見通しを下回っており、厚生年金で6．8   

ポイント、国共済＋地共済の簿価ベースで9．8ポイント（国共済及び地共済それぞれ   

ではそれぞれ1．8ポイント及び11，9ポイント）、私学共済の簿価ベースで9．0ポイン   

ト下回った。  

図表3－5－1平成18年度収支比率の実績と平成16年財政再計算における  
将来見通しとの帝離状況  

第3章◆平成16年財政再計算結果との比較  

（3）収支比率の帝離分析結果   

一収支比率の帝離の主要な要因lよ運用収入が将来見通しと異なったこと－   

この計算結果によると（図表3－5－2）、平成18年度の収支比率の実績が16年財政再  

計算における将来見通しを下回った帝離は、主に運用収入が将来見通しと異なったこと  

により発生したものであることがわかる。   

帝離全体と運用収入の帝離の寄与を対比させると、厚生年金で△6．8％に対して△  

6．8％、国共済＋地共済（簿価ベース）で△9．8％に対して△11．4％（国共済で△1．8％  

に対し△4．6％、地共済で△11．9％に対し△13．1％）、私学共済（簿価ベース）で△9．0％  

に対して△10．0％となっている。   

地共済では総合費用の帝離が収支比率を低くする方向に働いているため、国共済＋  

地共済においても総合費用の帝離が収支比率を低めているが、それ以外では、総合費  

用の帝離は収支比率を高くする方向に働いている。また保険料収入の蒋離は、厚生年  

金を除きすべての制度で収支比率を高くする方向に働いている。  
′   

図表3－5－2 平成18年度収支比率の実績と平成16年財政再計算における  
将来見通しとの帝離に対する各発生要因の寄与分  

％  ％  ％  

［104．1］   

110．8  

【△6．8］  

［△6．1］  

施  ％   

83．7  95．8  

［86．3］  ［96．4］  

93．5  97．6  

△ 9．8    △1．8  

［△7．2］ ［△1．2］  

△10．5    △1．8  

［△7．7］ ［△1．2］  

80．3  

［83．4］  

92．2  

△11．9  

76．3  
［73．2〕  

平成18年創文支比率実榎  

将来見通し   

雨靴（二実績時来見通し）  

乗離の割合（実線／将来見通し－1）（％）  

［△8．9］［△12．1］  

△12．9   △10．5  
【△9，6］［△14．1］   

注1：「］内は、時価ベースである。   

注2：厚生年金の実績は、厚生年金基金の最低責任準備金などを加えた「実績推計」である。  

注3：各共済の簿価ベースの実相烏、要因分析のベースをあわせる必要性から正味運用収入に基づく数値として  

いる。このため第3節の数値とは合致しない。   

注4：将来見通しは、基礎年金拠出金にかかる国庫・公経済負担について、平成16年改正後の引上げ分を反映  
した加工伯であり、年金数理部会にて推計した。  

注5：「国共済「地共済 の実相については、年金数理部会にて推計した。  

（2）収支比率の帝離の発生要因別分解方法   

平成18年度の収支比率の実績が16年財政再計算における将来見通しと乗離した要  

因として次のものを考え、それぞれが寄与した分を計算する注1。  

○総合費用江2が将来見通しと典なったこと  

○保険料収入が将来見通しと異なったこと  

○運用収入が将来見通しと異なったこと  

注1各要因が平成18年度の収支比率の将来見通しとの不離に与えた寄与分の計算方法は、章末の  

補遺3参照のこと。本節で行う収支比率の各要因の寄与分の計算は、補遺3で示した算式・計算  

順によった場合のものである。一般に、寄与分の計算は計算の仕方によって結果が若干動くこと  

があることに留意されたい。  

注2 「実質的な支出一国塵・公経済負担」のことで、総合費用率の算出に使用される。  

注：こ］内は、時価ベースである。  
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第3章◆平成16年財政再言十算結果との比較   

図表3－5【3 平成18年収支比率の実績と平成16年財政再計算における  
将来見通しとの蔀離に対する各発生要因の寄与分  

第3章◆平成16年財政再計算結果との比較 

「総合費用が将来見通しと異なること」の要因として、18年度の年金改定率が将来   

見通しと異なったこと等が考えられるので、この寄与分をさらに、   

017年度の総合費用が将来見通しと輿なったこと庄1の寄与分  

018年度の年金改定率が将来見通しと異なったことの寄与分   

018年度の年金改定率以外の要因が将来見通しと異なったこと注2の寄与分   

に分けた。また、「保険料収入が将来見通しと異なること」の要因として、毎年度の名   

目賃金上昇率（年齢構成等の変動の影響を除去）が将来見通しと異なったこと等が考え   

られるので、この寄与分についても、  

017年度の保険料収入が将来見通しと異なったこと注1の寄与分   

018年度について各制度の名目賃金上昇率（年齢構成等の変動の影響を除去）が将来  

見通しと異なったことの寄与分   

018年度について名目賃金上昇率以外の要因が将来見通しと異なったこと注2の寄  

与分   

に分けた。さらに、「運用収入が将来見通しと異なること」の要因として、前節の積立   

金の粥離分析でみたのと同様に、毎年度の名目運用利回りや運用収入以外の収支残が、   

累績して将来見通しと異なったことが考えられるので、この寄与分について、  

016年度末の硝上／二金が将来見通しと異なったこと注1の寄与分   

017～18年度の各々について名目運用利回りが将来見通しと異なったことの寄与分  

017～18年度の各々について運用収入以外の収支残庄Jが将来見通しと異なったこ  

との寄与分   

に分けた注1。  

注1各制度の将来見過しは、平成17年度以降に関し作成されているので、平成17年度以前の乗離  

の寄与までは遡らなかった。  

注2 受給者数や被保険者数の帝離など人rl要素を含んでいることになる。  

注3 運用収入以外の収支残とは、運用収入以外の収支項目でみた収支残のことである。  

注4 計算方法の詳細は章末の補遺3参照のこと。  

結果は次の図表3－5－3のとおりであるが、主要な項目ごとに、大別して眺めると図   

表3－5－4のようになる。  
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名目才女上昇企以外  18年鷹収支比畢の  ＋t■－q  将来1月しとの雫欄 来1遺し〕  「                          1  総合★用   【1り   △13  〔△11】   19    【†  0】   △22   t△Z3】    0        睡  9     △16        5       08  0     △ 0 6      1外  ［△0：】   ］0．：  l△0：］   △0－  △0．】  【△0＿】    毎会空軍   〔△t5」   △03   L△03］    ロこ  コ］   △05   l△05］    保険料収入                                                                    も巨富金上昇掌        lL△l6l 仇5  Lu■5j  O1  ○ユ 11［lり  t j  Ou     上i  3 ll：〕  i：」  名目才女上昇企以外  t△l6l     仇5      Lu．5j      O1     け・ij      OU  

■用収入   【△  t△89】  △46  【△40】  △131 〔△10封   △柑0  【△13     0】   

6          分    〔△05     00  ・り   △02  【△06L  き＿Oi   し＿＿＿kO  ＝り ＿り  17≒醜      句   △05   L△16L   △0   5   L互0   名目連用利回り  （】 ノ＼0．5 〔△16】 △0、5 〔△0  
盾剛‘入．1れ爪収支残  0〕 DO  Loo】 00 〔0  
1 △125 〔△81      名目遥葡利回り  〔ム5  5】  △川り   に7り   △ヰG   しム1り   △lこ5   【△   
眉用収入以外の収支残   し△0Oj    oo   〔00］   00   〔0．0］   0O    Lo0〕   00   ［0      0〕   

1＄年度収支比事の将来1iしとのホ義引∽  
とした叫戒比   

「1001  100  「1001  1∞  rl001  1鵬  1伽  「1      00 
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17       26   △2    し4   リ  

0  鳥目半金上井韮   ［△ こ1】   △【1   ［△16〕    △65  
名目曹金上昇童心刊   ［：3】   △5   ［△7〕   ム4    t△7】   △5   【△7】  10］   

■用収入  1】7     い25】    257    ［347】   110    ［‖6】      髄】   
16年虎某牡立会の華暮分   」71   △2    上2引     2     ぴL      Jり  

JL）   

運動収入以外直収支残   し∴lj    △q   ［：＼．q］         L∠＼．3j    ム0    仏0】   ムC    しム      0」  
・＝                   ・：        ●         †         ●     【叫   もヨ運用利回り  コ55    ［：7り    105  【県】   105  〔     刃j   
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注二 」内は、時価ベースである。   

これらの要因のうち収支比率のマイナスの承離にもっとも寄与しているのは、各制  

度とも平成18年度の名目運用利回りが将来見通しを上回ったことである。  

なお、総合費用の乗離による収支比率への影響の中で最も寄与が大きいのは、各制  

度とも平成17年度総合費用の帝離分である。また、保険料収入の乗離による影響は、  

厚年（収支比率への影響はマイナス）では17年度保険料収入の華離分の寄与が大き  

いが、国共済（収支比率への影響はプラス）では18年度名目賃金上昇率の釆離分の  

寄与が大きくなっている。  

ー149 －   －148 一  




